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H24新規事業候補箇所の位置図

○

○

利根川下流特定構造物改築事業

（戸田井排水機場改築）
とだい

とねがわ

石狩川下流直轄河川改修事業

（北村遊水地）

いしかりがわ

きたむら

（北村遊水地）
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一般河川改修事業（大規模改良工事）

遊水地に洪水を一時的に貯留することで下流河川の洪水流量を低減

○河川管理施設の改築で以下に該当するもの

○大規模改良は以下に掲げる施設に関する工事でこれに要する費用の額が120億円を越えるもの
概ね４年間で上流の流量増加量に対応

○大規模改良は以下に掲げる施設に関する工事でこれに要する費用の額が120億円を越えるもの

１．貯留量８百万m3以上のダム

２．湖沼水位調節施設

３．長さ750m以上の導水路、放水路又は捷水路

４ 面積150h 以上の遊水池４．面積150ha以上の遊水池

５．長さ150m以上の堰又は床止め

６．前各号に掲げる施設に類する施設で国土交通大臣が指定するもの

平常時 洪水時

大久保遊水地（最上川） 2



H24新規事業候補箇所の選定の考え方

【大規模改良工事】【大規模改良工事】
今後２０～３０年間に一般河川改修事業で計画されている大規模改良事業 ８施設

（放水路２施設、遊水地３施設、堰・床固め３施設）

河川整備計画に新規に位置付けられている５施設（放水路２施設、遊水地３施設）の内、他

河川整備計画上の位置付け

の河川整備メニュー（築堤、河道掘削等）との関連性、実施工期等を総合的に勘案して新

規事業候補を選定。

【H24新規事業箇所候補（一般河川改修事業（大規模改良工事））】【H24新規事業箇所候補（ 般河川改修事業（大規模改良工事））】

石狩川水系石狩川（北海道） 北村遊水地
きたむら
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特定構造物改築事業

大規模構造物の全面的な改築に機能的・集中的な投資を行い、機能回復

○河川管理施設の改築で以下に該当するもの

１ 耐用年数を超過し 老朽化が著しいこと 又は天然現象により施設機能に著しい障害が生じていること
概ね４年間で上流の流量増加量に対応

１．耐用年数を超過し、老朽化が著しいこと、又は天然現象により施設機能に著しい障害が生じていること

２．改築の範囲は必要最小限の範囲とするとともに、当該河川の計画に整合した構造とすること

３．全体事業費が１０億円以上であること

○許可工作物の改築で以下に該当するもの

１ 改築許可工作物地点における流下能力が計画高水流量の２／３以下に絞られ 改築を実施する必要のあるもの１．改築許可工作物地点における流下能力が計画高水流量の２／３以下に絞られ、改築を実施する必要のあるもの

２．全体事業費のうち、河川管理者の負担額は概ね１０億円以上であること 【昭和６０年度より実施】

●大河津分水洗堰（信濃川 新潟県）

大正１１年（１９２２）完成の施設は老朽化が著しく、安全性に問題があったため、
全面改築を実施。

改築前

改築後

安全性に問題！
老朽化が著しい！

改築前 安全性に問題！

全

漏水状況（昭和５７年９月洪水）

全面
改築

漏水状況（昭和５７年９月洪水）
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Ｈ２４新規事業候補箇所の選定の考え方

設置 更新後４０年以上経過している排水機場設置・更新後４０年以上経過している排水機場

施設点検及び状態監視
施設が著しく老朽化しているか？

補修等で対応No

Yes

老朽化が著しく、抜本的な対策が必要な施設の内、
経過年数、過去10カ年の稼働時間、重故障履歴（主原動機）、
メンテナンスの困難性等を勘案して新規事業候補を選定メンテナンスの困難性等を勘案して新規事業候補を選定

【H24新規事業箇所候補（特定構造物改築事業）】

利根川水系利根川下流（茨城県） 戸田井排水機場 設置48年経過
と だ い
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石狩川下流直轄河川改修事業に係る計画段階評価

１．流域の概要 ④地域開発の状況

【石狩川の氾濫区域で市街地が拡大】
①流域の特徴

石狩川は全国第2位の流域面積を有する。
流域には、道都札幌市があり、全道人口の半数
以上が居住。

石狩川下流域では、昭和56年の大洪水以降も石狩川の氾濫区域に市街
地が拡大し、札幌圏の人口は引き続き増加している。

【交通網と石狩川流域】
高速道路や主要国道、鉄道など主要交通施設が石狩川流域を縦横断して

石狩川下流域は広大な低平地が広がっているた
め、一度氾濫すると甚大な被害が発生する。
我が国の食料供給地として重要な役割を担って
いる。

おり、物流の要となっている。

月形町
石狩川

S56

札幌市北区西茨戸（創成川左岸）

現在S56

【河 川 概 要】
流域面積 ：14,330km2

流域内人口 ：約300万人
一般資産額 ：約44兆円
流域内市町村：札幌市、岩見沢市 他44市町村

石狩港
石狩市

美唄市

日本海

江別市朝日町・あけぼの町（千歳川左右岸）

S56 現在

②改修の経緯

昭和40年4月 石狩川水系工事実施基本計画策定
昭和57年3月 石狩川水系工事実施基本計画改訂
平成16年6月 石狩川水系河川整備基本方針策定

石狩港

石狩湾新港

当別町

新篠津村

本海

平成16年6月 石狩川水系河川整備基本方針策定
平成19年9月 石狩川（下流）河川整備計画策定
上記計画に基づき堤防整備の他、ダム等の洪水
調節施設や放水路等の整備を実施

市街化区域の変遷丘珠空港

岩見沢市

③過去の災害実績
過去の洪水 被害等

昭和50年8月
(台風・前線)

被害家屋約20,600戸、氾濫面積約292km2、

死者9名

昭和56年8月上旬
(低気圧・前線・台風)

被害家屋約22,500戸、氾濫面積約614km2、

死者2名

～昭和60年

～平成19年

市街化区域の変遷

～平成３年

～昭和56年

丘珠空港

札幌市

江別市 凡 例(低気圧 前線 台風) 死者2名

昭和56年8月下旬
(前線・台風)

被害家屋約12,200戸、氾濫面積約 57km2、

死者1名
昭和63年8月
(停滞性前線)

被害家屋約2,000戸、氾濫面積約65km2

平成13年9月
(秋雨前線・台風) 被害家屋約70戸、氾濫面積約38km2

江別市

南幌町
市街化区域
都市計画区域
札幌圏都市計画区域
鉄道
高規格幹線道路
国道

凡 例
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石狩川下流直轄河川改修事業に係る計画段階評価

２．課題の把握、原因の分析、背景の整理 ３．政策目標の明確化、具体的な達成目標の設定

①達成すべき政策目標①昭和５６年洪水時の課題

②具体的な達成目標

①達成すべき政策目標
◆「札幌圏の治水安全度の向上」
◆「石狩川全体の治水安全度の向上」
◆「千歳川流域の頻発する浸水被害の軽減」

①昭和５６年洪水時の課題
石狩川の全川に渡る流下能力不足による越流や堤体漏水
により11箇所で破堤。
その結果、東京23区の面積に相当する614km2、約22,500戸
が浸水。

②具体的な達成目標
◆石狩川下流域において、戦後最大規模の洪水である昭和

56年8月上旬降雨により発生する洪水流量を安全に流下
させることを目標とする。

が浸水。
また、石狩川の高い水位の影響を受け、千歳川流域におい
て約2年に一度の頻度で浸水被害が繰り返し発生。
札幌市北部浸水状況 北広島市街浸水状況

◆遊水地と千歳川等の河川整備が相俟って効果を発揮し、
石狩川に甚大な被害をもたらした河川整備計画の目標
である昭和56年洪水対応が完了する。

■石狩川下流域の遊水地整備による効果

②昭和５６年洪水以降の対応
石狩川本川下流部の掘削及び掘削残土を利用した築堤整備狩 本 流部 掘削及 掘削残 を利用 築堤整備
が概成。
支川及び石狩川本川の洪水調節に効果を発揮する夕張
シューパロダムの整備が進められておりH26に完成予定。
千歳川流域において、支川及び石狩川本川の洪水調節に効
果を発揮する千歳川遊水地群等の整備に着手し H31に完

現 況
安全度：1/20(石狩川下流)
浸水面積：730km2

浸水戸数：111,000戸

遊水地完成
安全度：1/50(石狩川下流)
浸水面積：160km2

浸水戸数：29,000戸 H38

凡 例
浸水した場合に想定さ 中上流部の改修

河道整備、洪水調節施設群の整備を完了した段階におい
も 依然として 昭和56年降雨に対して 全川に渡り計画高

③残された課題

果を発揮する千歳川遊水地群等の整備に着手し、H31に完
成予定（河道整備の完成予定はH38）。

石狩川本川下流の
浸水被害を解消

浸水した場合に想定さ
れる水深（ランク別）

0.5m未満の区域
0.5～1.0m未満の区域
1.0～2.0m未満の区域
2.0～3.0m未満の区域
3.0～4.0m未満の区域
4.0～5.0m未満の区域
5.0m以上の区域
市町村界

中上流部の改修
に着手
（H48完了予定）

も、依然として、昭和56年降雨に対して、全川に渡り計画高
水位を超過する状態。
札幌市等の人口・資産
の集中する本川下流部、
石狩川本川の水位の影

昭和56年降雨に対して、石狩川本川は
全川に渡って計画高水位を超過

1 0

1.5

2.0

計画高水位

水位差　現況河道　現況施設

（ｍ）

HWLと計算水位（H21河道・既設調節施設）の水位差
札幌

遊水地

千歳川流域の
浸水被害を解消

札幌
石狩川本川の水位の影
響を受け浸水被害を繰り
返す千歳川流域の治水
対策のためには、本川水
位の低下対策が必要。 7

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

0 10 20 30 40 50 60 70

石狩川河口からの距離（kp）

←
千
歳
川

←

北
村

←

豊
平
川

浸水被害を解消

河道：H１８末
洪水調節施設
既設

河道：H３８末
洪水調節施設
既設＋夕張シューパロダム＋幾春別総合開発
＋千歳川遊水地群＋北村遊水地



石狩川下流直轄河川改修事業に係る計画段階評価

【検討内容】

４．対策案の提示、比較、評価

【達成目標】
昭和56年8月上旬洪水と
同程度の洪水を安全に
流下させる。

【検討内容】
現河川整備計画では、石狩大橋地点の目標流量14,400m3/sに対し、洪水調節施設で2,700m3/sを調節して、河道
への配分流量を11,700m3/sとすることとしている。このうち、石狩川本川の新規遊水地により調節することとし
ている700m3/sの効果を有する治水対策案を立案し、各評価軸についての概略評価を行った上で財政的、時間的な観
点を加味して総合的に評価する。

方策 適用性 選定の有無

ダム(新規)
現河川整備計画に位置づけられていない新規ダムの整備は、調査・検討・地域の合意形成
等に要する期間が極めて長いと考えられるため、採用しない。

×

【治水対策案の立案】

ダムの有効活用
現河川整備計画は、既設ダムの有効活用（大夕張ダムの再開発等）による洪水調節を前提
としている。

－

遊水地 石狩川下流に対して効率的に治水効果を発揮できる箇所に遊水地を整備する案を検討する。 ○

石狩川下流に対して効率的に治水効果を発揮できるル トに放水路を整備する案を検討す

河
川
整

放水路
石狩川下流に対して効率的に治水効果を発揮できるルートに放水路を整備する案を検討す
る。

○

河道の掘削 石狩川下流の流下能力不足箇所において河道の掘削を行う案を検討する。
（河道の掘削を行う箇所に樹木が繁茂している場合、伐採することとする。）

○
河道内樹木の伐採

整
備
メ
ニ
ュ
ー
（

引堤 石狩川下流の流下能力不足箇所において引堤を行う案を検討する。 ○

堤防かさ上げ 石狩川下流の流下能力不足箇所において堤防かさ上げを行う案を検討する。 ○

決壊しない堤防 調査研究段階であり 技術的に確立されていないため 採用しない ×

河
道
改
修
・
施
設決壊しない堤防 調査研究段階であり、技術的に確立されていないため、採用しない。 ×

決壊しづらい堤防 調査研究段階であり、技術的に確立されていないため、採用しない。 ×

高規格堤防 地域への影響が極めて大きいと考えられるため、採用しない。 ×

排水機 全 治水 策案 通 水被害軽減 観点 係機 連携 組む

設
）
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排水機場 全ての治水対策案に共通して、内水被害軽減の観点から関係機関と連携して取り組む。 －

（注）現在の河川整備計画の前提となっている方策及び達成目標に対する効果を定量的に見込めないものの継続していくべき方策につ
いては、全ての治水対策案に共通して取り組むこととする。当該方策については、「選定の有無」欄において「－」と表記している。



石狩川下流直轄河川改修事業に係る計画段階評価

方策 適用性 選定の有無

雨水貯留施設 石狩川流域の学校 公園に雨水貯留施設を整備する案を検討する雨水貯留施設 石狩川流域の学校、公園に雨水貯留施設を整備する案を検討する。

○
雨水浸透施設 石狩川流域の市街地に雨水浸透施設を整備する案を検討する。

遊水機能を有する
土地の保全

石狩川下流では堤防が概成しており、現状の土地利用から適地がないことから、採用しない。 ×

流
域
対
策
メ
ニ土地の保全

石狩川下流 堤防 概成 おり、現状 地利用 ら適地 な ら、採用 な 。

部分的に低い堤防
の存置

石狩川下流に存在しないため、採用しない。 ×

霞堤の存置 石狩川下流に存在しないため、採用しない。 ×

ニ
ュ
ー
（
霞
堤
、

輪中堤 石狩川下流では堤防が概成しており、現状の土地利用から適地がないことから、採用しない。 ×

二線堤 石狩川下流では堤防が概成しており、現状の土地利用から適地がないことから、採用しない。 ×

輪
中
堤
、
水
田

樹林帯等 石狩川下流では堤防が概成しており、現状の土地利用から適地がないことから、採用しない。 ×

宅地の嵩上げ・ピ
ロティ建築等

石狩川下流では堤防が概成しており、現状の土地利用から適地がないことから、採用しない。 ×

田
貯
留
、
各
戸
貯

土地利用規制 石狩川下流では堤防が概成しており、現状の土地利用から適地がないことから、採用しない。 ×

水田等の保全（機
能向上）

石狩川流域の水田の畦畔のかさ上げ等により、水田の治水機能を向上させる案を検討する。 ○

森林 保全
森林を含む現在の土地利用が現河川整備計画の前提であり、全ての治水対策案に共通して取

貯
留
浸
透
施
設
、

森林の保全
森林を含む現在の土地利用が現河川整備計画の前提であり、全ての治水対策案に共通して取
り組む。

－

洪水の予測情報の
提供等

災害時の被害軽減等の観点から、全ての治水対策案に共通して取り組む。 －

水害保険等 現行の制度を活用することとして、全ての治水対策案に共通して取り組む。 －

森
林
保
全
）

9

水害保険等 現行の制度を活用することとして、全ての治水対策案に共通して取り組む。

（注）現在の河川整備計画の前提となっている方策及び達成目標に対する効果を定量的に見込めないものの継続していくべき方策につ
いては、全ての治水対策案に共通して取り組むこととする。当該方策については、「選定の有無」欄において「－」と表記している。



石狩川下流直轄河川改修事業に係る計画段階評価
砂川大橋

奈
井
江

パンケ歌志内川

砂川遊水地

豊沼奈江川

85km遊水地案 砂川大橋

奈
井
江

パンケ歌志内川

砂川遊水地

豊沼奈江川

85km放水路案

石狩大橋地点

ピンネシリ

石狩湾

江
大
橋

奈
井
江
川

茶志内川

黄
臼
内
川

十四号川

浦 臼内川

田滝
川

豊沼奈江川

80km

75km

60km

65km

70km

須部都川

美

札比内川

産化美唄川
奔
美
唄
川

HWL

石狩大橋地点

石狩湾

江
大
橋

奈
井
江
川

茶志内川

黄
臼
内
川

十四号川

浦 臼内川

田滝
川

豊沼奈江川

80km

75km

60km

65km

70km

須部都川

美

札比内川

産化美唄川
奔
美
唄

石狩大橋地点

河道分担流量11,700m3/s

放水路による洪水調節量700m3/s

月形大橋

石狩河口橋 たっぷ大橋

10km

5km

1km

45km

50km

55km

石狩放水

美
旧

唄

川

美
唄
川

川

石　
　

狩　
　

川

別
川

遊水地

石狩大橋地点

河道分担流量11,700m3/s

遊水地による洪水調節量700m3/s

月形大橋

石狩河口橋 たっぷ大橋

10k

5km

1km

45km

50km

55km

石狩放水

美
旧

唄

川

美
唄
川

川

石　
　

狩　
　

川

川

阿曽岩山

札
幌
大
橋

新
石
狩
大
橋

石
狩
大
橋

美
原
大
橋

石
狩
川
鉄
道
橋

10km

15km

25km

30km

35km

40km

20km

石狩放水路

夕
幌
向
川 清真布川

張
川

千
歳

川

幾
春

別 川

豊

篠
津 川

平

当
別
川

川

茨

戸

川

真勲別川 札
幌
大
橋

新
石
狩
大
橋

石
狩
大
橋

美
原
大
橋

石
狩
川
鉄
道
橋

10km

15km

25km

30km

35km

40km

20km

石狩放水路

夕
幌
向
川 清真布川

張
川

千
歳

川

幾
春

別 川

豊

篠
津 川

平

当
別
川

川

茨

戸

川

真勲別川

篠津運河

放水路川

砂川大橋

奈
井
江
大
橋

奈
井
江
川

茶

黄
臼
内
川

十四号川

パンケ歌志内川

浦 臼内川

田滝
川

砂川遊水地

豊沼奈江川

85km

80km

75km

HWL

河道掘削案
砂川大橋

奈
井
江
大
橋

奈
井
江
川

茶志

黄
臼
内
川

十四号川

パンケ歌志内川

浦 臼内川

田滝
川

砂川遊水地

豊沼奈江川

85km

80km

75km

HWL

引堤案

川
放水路

石狩湾

月形大橋

茶志内川

四号川

55km

60km

65km

70km

須部都川

美
唄
川

札比内川

産化美唄川
奔
美
唄
川

石

掘削ｲﾒｰｼﾞ

石狩大橋地点

河道分担流量11,700m3/s

河道分担増分700m3/s

石狩湾

月形大橋

茶志内川

川

55km

60km

65km

70km

須部都川

美
唄
川

札比内川

産化美唄川
奔
美
唄
川

石　

石狩大橋地点

河道分担流量11,700m3/s

河道分担増分700 3/

札
幌
大
橋

石

石狩河口橋 たっぷ大橋

10km

5km

1km

15km

40km

45km

50km

石狩放水路 幾
春

別 川

美
旧

唄

川

石　
　

狩　
　

川

篠
津 川

当
別
川

茨

戸

川

真勲別川

河道分担増分700m3/s

札
幌
大
橋

石

石狩河口橋 たっぷ大橋

10km

5km

1km

15km

40km

45km

50km

石狩放水路 幾
春

別 川

美
旧

唄

川

　

狩　
　

川

篠
津 川

当
別
川

茨

戸

川

真勲別川

河道分担増分700m3/s

※左岸側に札幌、江別等の
既成市街地があるため
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新
石
狩
大
橋

石
狩
大
橋

美
原
大
橋

石
狩
川
鉄
道
橋

25km

30km

35km

20km

夕
幌
向
川 清真布川

張
川

千
歳

川

豊

篠

平

川

河道掘削箇所

※遊水地下流のみ表示 新
石
狩
大
橋

石
狩
大
橋

美
原
大
橋

狩
川
鉄
道
橋

25km

30km

35km

20km

夕
幌
向
川 清真布川

張
川

千
歳

川

豊

平

川

引き堤箇所

既成市街地があるため、
右岸側を引き堤



石狩川下流直轄河川改修事業に係る計画段階評価
砂川大橋

奈
井
江

パンケ歌志内川

砂川遊水地

豊沼奈江川

85km

HWL(嵩上げ案)

堤防かさ上げ案

石狩湾

江
大
橋

奈
井
江
川

茶志内川

黄
臼
内
川

十四号川

浦 臼内川

田滝
川

豊沼奈江川

80km

75km

60km

65km

70km

須部都川

美

札比内川

産化美唄川
奔
美
唄

HWL

HWL(嵩上げ案)

石狩大橋地点
月形大橋

石狩河口橋 たっぷ大橋

5km

1km

45km

50km

55km

石狩放

美
旧

唄

川

美
唄
川

唄
川

石　
　

狩　
　

川

川

河道分担流量11,700m3/s

河道分担増分700m3/s

札
幌
大
橋

新
石
狩
大
橋

石
狩
大
橋

美
原
大
橋

石
狩
川
鉄
道
橋

10km

15km

25km

30km

35km

40km

20km

石狩放水路

夕
幌
向
川 清真布川

張
川

千
歳

川

幾
春

別 川

豊

篠
津 川

平

当
別
川

川

茨

戸

川

真勲別川

本川嵩上げ範囲

支川嵩上げ範囲

雨水貯留・浸透案 水田機能向上案

石狩大橋地点

河道分担流量11,700m3/s＋（400m3/s河道改修）

石狩大橋地点

河道分担流量11,700m3/s＋（500m3/s河道改修）

雨水貯留 浸透施設 3

川
支川嵩上げ範囲

水田等の保全による雨水貯留のイメージ

水田等の保全（機能向上）300m3/s

通常時

雨水浸透施設の整備イメージ

雨水貯留・浸透施設200m3/s

雨水貯留施設の整備例

洪水時

雨水浸透トレンチ

11

資料：国土交通省・河川局HP
札幌市立栄町小学校における貯留時の状況

（平成10年９月16日台風５号 )

資料：国土交通省・河川局HP

雨水浸透トレンチ 雨水浸透ます

資料：札幌市HP



石狩川下流直轄河川改修事業に係る計画段階評価

【概略評価による抽出】

分類 No.
治水対策案

（実施内容※）

概略評価による抽出

完成までに要す
る費用

抽出 不適当と考えられる評価軸とその理由

【概略評価による抽出】

【河川整備メニュー
（施設）】

1 遊水地案 約700億円 ○

・コスト ・コストが極めて高い

2 放水路案 約2,300億円

・実現性
・新たに用地買収が必要（約750ha）となるなど地域への影響が大きいため、
関係者の理解や地域の合意形成を得るのに相当の時間を要する。

3 河道掘削案 約1,200億円 ○

【河川整備メニュー
（河道改修）】 4 引堤案 約4,400億円

• コスト • コストが極めて高い。

• 実現性
• 新たに用地買収が必要（約1,700ha）となるなど地域への影響が大きいため、
関係者の理解や地域の合意形成を得るのに相当の時間を要する。

5 堤防かさ上げ案 約2,000億円 ○

6 雨水貯留・浸透案 約2 500億円
• コスト

• コストが極めて高い。

【流域対策メニュー】

6 雨水貯留・浸透案 約2,500億円
• 実現性

• 流域の市街地（合計約230km2）にある各住宅や学校等の管理者と協議が必要
となるため、合意形成を得るのに相当の時間を要する。

7 水田機能向上案 約1,900億円 • 実現性
• 畦畔嵩上げ等の施設改造、洪水時の操作等に流域の水田（合計約1200km2）
所有者の協力が必要となるため、相当の時間を要する。

12



石狩川下流直轄河川改修事業に係る計画段階評価

案①
遊水地案

案③
河道掘削案

案⑤
堤防かさ上げ案

治水対策案

評価軸

•目標を達成できる。

•目標を上回る洪水が発生した場合は、
河道の水位は計画高水位を越え、堤防
決壊の可能性が高まる。

•目標を達成できる。

•目標を上回る洪水が発生した場合は、
河道の水位は計画高水位を越え、堤防
決壊の可能性が高まる。

•目標を達成できる。なお、水位は遊水地
案、河道掘削案よりも高くなる。

•目標を上回る洪水が発生した場合は、河
道の水位は計画高水位を越え、堤防決壊
の可能性が高まり、破堤による影響範囲

安全度

•事業開始後15年間で目標とする安全度
を達成できると想定される。（予算の
状況等により変動する場合がある。）

•残土処理に係る調整ができれば、事業
開始後15年間で目標とする安全度を達
成できると想定される。（予算の状況
等により変動する場合がある ）

は現計画に比べてより大きくなる。
•事業開始後15年間では、目標とする安全
度を達成できないと想定される。

等により変動する場合がある。）

コスト

•完成までに要する費用は約700億円。

•遊水地の維持管理に要する費用は約45

•完成までに要する費用は約1,200億円。

•河道掘削を実施した区間において再び

•完成までに要する費用は約2,000億円。

•堤防のかさ上げによる法面増大に伴い、ト
百万円／年。 堆積する場合は、掘削に係る費用が追

加的に必要となる可能性がある。
維持管理費用の増加が考えられる。

•遊水地整備に必要な用地取得等につい
て土地所有者等の協力を得る必要があ
るが、住民（事業）説明会（平成22年

•掘削残土の搬出先の土地所有者等との
調整は、今後の事業進捗に合わせて実
施していく必要がある。

•堤防のかさ上げに必要な用地取得等につ
いて土地所有者等の協力を得る必要があ
る。

性

る 、住民（事業）説明会（平成 年
7月）において当該遊水地事業に係る
地域の理解を得ている状況である。
－用地取得：70ha、地目差補償20ha、

地役権補償：820ha
•用排水系統見直し、排水機場の移設に
関し 農業関係者（JA 土地改良区等

施 く必要 ある。
－残土処理量：13,700千m

3
る。
－用地取得：300ha

•千歳川合流点で水位が上がることで、背
水の影響のため千歳川の水位も上昇する。
浸水被害が頻発する千歳川流域では、計
画高水位をあげることに対して理解を得
るのは困難である実現性 関し、農業関係者（JA、土地改良区等

の施設管理者）の協力が必要であるが、
北村地域連携調整会議などにおいて調
整をしており、協力を得ることが可能
であると考えている。

•法制度上、技術上の観点から実現性の

るのは困難である。

•法制度上、技術上の観点から実現性の隘

13

隘路となる要素はない。 •法制度上、技術上の観点から実現性の
隘路となる要素はない。

路となる要素はない。



石狩川下流直轄河川改修事業に係る計画段階評価

案①
遊水地案

案③
河道掘削案

案⑤
堤防かさ上げ案

治水対策案

評価軸 遊水地案 河道掘削案 堤防かさ上げ案

持続性

•継続的な監視や観測が必要となるが、
管理実績もあり、適切な維持管理に
より持続可能である。

•継続的な監視や観測が必要となるが、
管理実績もあり、適切な維持管理に
より持続可能である。

•継続的な監視や観測が必要となるが、
管理実績もあり、適切な維持管理によ
り持続可能である。

遊水 構造 能 道 掘削 整 較的 防 な げ 技術的

評価軸

柔軟性

•遊水地は、地形上または構造上可能
な範囲内の改良などにより、一定程
度柔軟な対応が可能である。

•河道の掘削量の調整により比較的柔
軟な対応が可能である。

•堤防のさらなるかさ上げは、技術的に
可能だが、計画高水位が上昇し、橋梁
の改築等が伴う可能性があるため、柔
軟な対応は容易ではない。

地域社会への

•建設予定地の自治体では、遊水地事
業を契機に水害に強いまちづくり、
コミュニティの再構築、営農環境の

•治水安全度の向上が地域振興に資す
ると考えられる。

•治水安全度の向上が地域振興に資する
と考えられる。

地域社会への
影響

整備等の取り組みを進める意向であ
る。

•治水安全度の向上が地域振興に資す
ると考えられる。

•越流堤の工事により エゾサンショ •河道掘削により 動植物の生息・生 •堤防のかさ上げにより 動植物の生

環境への影響

•越流堤の工事により、エゾサンショ
ウウオに与える影響が想定されるこ
とから、影響を受ける個体群を同種
の生息環境に移す環境保全措置を行
うこととしている。

•周囲堤等の整備により景観が変化す

•河道掘削により、動植物の生息・生
育環境に影響を与える可能性があり、
必要に応じて環境保全措置を講じる
必要があると考えられる。

•景観に与える影響は限定的と考えら

•堤防のかさ上げにより、動植物の生
息・生育環境に影響を与える可能性が
あり、必要に応じて環境保全措置を講
じる必要があると考えられる。

•景観に与える影響は限定的と考えられ周囲堤等の整備により景観が変化す
るが、影響は限定的と考えられる。

景観に与える影響は限定的と考えら
れる。

景観に与える影響は限定的と考えられ
る。

総合的な評価 ○ △ ×
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「コスト」について最も有利な案は、案①（遊水地案）であり、他の評価項目でも
当該評価を覆すほどの要素はないと考えられるため、案①による対策が妥当



石狩川下流直轄河川改修事業に係る新規事業採択時評価

事業概要

石狩川

北村遊水地

事業箇所 北海道岩見沢市・月形町・新篠津村

事業内容 遊水地

全体事業費 700億円

【大規模改良工事採択要件】

1.費用が120億円を超えるもの

札幌市

石狩川

旧美唄川

評価項目

面 積 950ha

事業期間 H24年～H38年

（700億円）

2.面積が150ha以上の遊水地

（950ha）

（1）災害発生時の影響及び（２）過去の災害実績

・昭和５６年洪水時には、東京２３区の面積に相当する６１４km2、約２２，５００戸が浸水。
・浸水域には２０万人が居住し、資産は３兆円にのぼり、鉄道、国道など重要施設が多数存在しているため、そ

の被害は甚大なものとなる。
過去の洪水 被害等

昭和50年8月(台風) 被害家屋約20,600戸、氾濫面積約292km2、死者9名

昭和56年8月上旬(台風) 被害家屋約22 500戸 氾濫面積約614k 2、死者2名
月形町

美唄市

北村遊水地北村遊水地がないと、20万
人、3兆円の資産への浸水
被害が生じる恐れ

昭和56年8月上旬(台風) 被害家屋約22,500戸、氾濫面積約614km2、死者2名

昭和56年8月下旬(台風) 被害家屋約12,200戸、氾濫面積約 57km2、死者1名

昭和63年8月(前線) 被害家屋約2,000戸、氾濫面積約65km2

岩見沢市

石狩市
当別町

新篠津村
浸水区域

平成13年9月(台風) 被害家屋約70戸、氾濫面積約38km2

札幌市

江別市

南幌町

創成川 市街地の浸水状況
（札幌市・昭和56年8月洪水）

石狩川左岸 市街地の床上浸水状況
（江別市・昭和56年8月洪水)

石狩川右岸 下新篠津築堤付近の氾濫状況
（江別市・昭和56年8月洪水）15

S56.8上旬型洪水によ
る被害想定

浸水面積⇒東京23区の面積の半分
水田浸水⇒140万人分の生産量
畑地浸水⇒たまねぎ５００万人分の生産量

昭和56年8月洪水が発生した場合の
氾濫シミュレーション

河道：整備計画河道
洪水調節施設：
既設＋夕張シューパロダム

＋幾春別川総合開発
＋千歳川遊水地群



石狩川下流直轄河川改修事業に係る新規事業採択時評価
（3）災害発生の危険度

昭和５６年８月降雨に対して 全川にわたり計画高水位を超過 2.0

（ｍ）

昭和56年降雨に対して、石狩川本川は
全川に渡って計画高水位を超過

昭和５６年８月降雨に対して、全川にわたり計画高水位を超過

石狩川の高い水位の影響を受ける千歳川では、頻繁に浸水被害が発生

（4）地域開発の状況

石狩川下流域では 昭和56年の大洪水以降も石狩川の氾濫区域に市街 1 0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5
計画高水位

水位差　現況河道　現況施設HWLと計算水位（H21河道・既設調節施設）の水位差

←

千
歳
川

←

北
村

←

豊
平
川

石狩川下流域では、昭和56年の大洪水以降も石狩川の氾濫区域に市街
地が拡大し、札幌圏の人口は引き続き増加

高速道路や主要国道、鉄道など主要交通施設が石狩川流域を縦横断しており、物流の要

石狩川流域

-1.0

0 10 20 30 40 50 60 70

石狩川河口からの距離（kp）

札幌市北区西茨戸（創成川左岸）

S56 現在

札幌市北区あいの里（石狩川左岸）

S56 現在
北広島市

札幌市

石狩川流域

人口増加率の高い市

恵庭市
千歳市

道内人口増加率トップ４の
市は石狩川下流域の札幌
圏に集中

（5）地域の協力体制

（遊水地事業を契機とした地域づくりの取り組み）

遊水地事業の推進には、まちづくりや農業振興の連携が不可欠であることから、北海道、岩見沢市、土地改良
区等の１５機関からなる「北村地域連携調整会議 が平成２２年度に設置され 地元 の説明会と合せ２０回区等の１５機関からなる「北村地域連携調整会議」が平成２２年度に設置され、地元への説明会と合せ２０回
開催している。

（地域の要望等）

石狩川治水促進期成会 北村遊水地事業対策協議会等か
北海道知事意見抜粋（Ｈ２４．１）

都市化の進展が著しい道央地域や石狩・空知の石狩川治水促進期成会、北村遊水地事業対策協議会等か
ら継続的に要望

H24年1月 北海道知事が本事業の予算化について了解

都市化の進展が著しい道央地域や石狩・空知の
重要な食料供給地などが洪水被害から守られ、安
全で安心な暮らしが確保されるよう、早期の事業完
成に向けて特段のご配慮をお願いいたします。
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石狩川下流直轄河川改修事業に係る新規事業採択時評価

（6）事業の緊急度

石狩川下流部については、昭和５６年降雨を対象とした築堤、掘削等の河川改修が概成し北村遊水地事業を石狩川下流部については、昭和５６年降雨を対象とした築堤、掘削等の河川改修が概成し北村遊水地事業を
残すのみ

現在着手していない石狩川中上流部の河川改修を行うためには、改修による流量増をカバーする北村遊水地
が必要

千歳川の治水対策は、石狩川本川の水位低減を前提として立案されており、現在着手中の千歳川治水対策の千歳川の治水対策は、石狩川本川の水位低減を前提として立案されており、現在着手中の千歳川治水対策の
効果を最大限発現させるためには、完了年次を合わせることが必要

①石狩川本川河道掘削はＨ１８に完了し、洪水調節

本川下流の水位低減対策

①千歳川本川河道掘削はＨ１８に完了し、洪水調

千歳川の治水対策

①石狩川本川河道掘削は に完了し、洪水調節
施設による水位低減が必要

②必要となる洪水調節施設は、石狩川本川に位置
する北村遊水地、千歳川遊水地群、既設、事業中
の洪水調節施設群

①千歳川本川河道掘削 完了 、洪水調
節施設による水位低減及び築堤の完成化が必
要

②石狩川本川の水位の影響を強く受けるため、石
狩川本川の水位低減が必要

一体不可分

2 0

①北村遊水地の完成には15年の工期が必要
②千歳川河川整備の完了(H38)と同時に北村遊水地

北村遊水地はＨ２４年度着手が最適北村遊水地による石狩川下流・千歳川の水位低減効果

北村遊水地の
効果によって

夕張 ： 夕張シューパロダム
幾春 ： 幾春別川総合開発
千歳 ： 千歳川遊水地群
北村 ： 北村遊水地

0 5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0
②千歳 河 整備 完了( ) 同時 村遊水

が完成することにより、石狩川下流部の昭和56年対
応が完了

③H38までの治水効果としては、H31に完成する千歳

川遊水地群に合わせ、北村遊水地の暫定供用を実

石
狩
川
水
位
（m

位 低減

効果によって
全川で計画高
水位以下に水
位を低減

HWLと計算水位（整備計画河道、既設洪水調節施設＋夕張・幾春・千歳）の水位差

←

豊

←

千

←

北

計画高水位

HWLと計算水位（整備計画河道、既設洪水調節施設＋夕張・幾春・千歳＋北村）の水位差

北村 北村遊水地

1.0

1.5

2.0

-1.0

-0.5

0 10 20 30 40 50 60 70

川遊水地群 合わせ、北村遊水地の暫定供用を実
施することで一定の治水効果の発現が可能

北村遊水地の効果によって、千歳川全
川で計画高水位以下に水位を低減

千
歳
川

本川水位の低下対策 下流浚渫（～H18）
北村遊水地（H24～38）
H31暫定供用

H38H31

m

）

石狩川河口からの距離（ＫＰ）

豊
平
川
合
流
点

千
歳
川
合
流
点

村
遊
水
地
地
点

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1 5 10 15 20 25 30 35 40
千歳川石狩川合流点からの距離（ＫＰ）

川
水
位
（m

） 中上流・支川対策

千歳川の治水対策

支川等掘削（H39～48）

千歳川遊水地群整備（H21～31）

千歳川整備（H17～38）

HWLと計算水位（整備計画河道、既設洪水調節施設＋夕張・幾春・千歳）の水位差
計画高水位

HWLと計算水位（整備計画河道、既設洪水調節施設＋夕張・幾春・千歳＋北村）の水位差
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石狩川下流直轄河川改修事業に係る新規事業採択時評価

（7）水系上の重要性

北村遊水地事業は 石狩大橋地点の河川整備計画目標流量１４ ４００m3/s（洪水調節量２ ７００m3/s）のうち ７００北村遊水地事業は、石狩大橋地点の河川整備計画目標流量１４，４００m3/s（洪水調節量２，７００m3/s）のうち、７００
m3/sの洪水調節機能を有する水系内で特に重要な施設であり、中上流部の河川改修による流量増をカバーするだけで
なく、千歳川の治水安全度の向上に不可欠

（8）災害時の情報提供体制

・石狩川流域では洪水時には、河川の水位や雨量、ダムの貯水位、放流量などに加え、映像、洪水予報、被害状況等の
各種河川情報を一元的に収集し、管内の事務所や地方公共団体の防災機関、地域住民へ情報提供

・洪水ハザードマップを作成、公表済み（Ｈ14.3～）

・災害時には防災ヘリコプターや衛星通信車により、災害現場の情報を収集。光ファイバー網を活用し市町村等へ災害現
場の映像を提供

・平成23年9月洪水では、豊平川のCCTV映像を指定報道機関に提供

石狩川流域では 災害時の派遣協定（リエゾン）を全自治体「18市27町1村」と締結

（9）関連事業との整合

・石狩川流域では、災害時の派遣協定（リエゾン）を全自治体「18市27町1村」と締結

地元における事業の推進体制 北村地域連携調整会議は 北村遊水地事岩見沢市は 平成２２年に遊 地元における事業の推進体制 北村地域連携調整会議は、北村遊水地事
業を進めることで、北村地域の新たなまち
づくり、農業振興について地元住民も含め
た各関係機関が情報交換、協議及び認識の
共有をはかるために設立された。

北村地域連携調整会議
情報交換・部会協議事項等の確認

岩見沢市は、平成２２年に遊
水地事業による移転家屋等を
対象に宅地造成等を記載した
「岩見沢市過疎地域自立促進
市町村計画」を策定

「まちづくり」のあり方

について地元と調

・宅地跡地の有効利用
・被害補償
・農業経営の今後の取組

［参加機関］
北村地内治水事業促進期成会、雁里地区遊
水地計画推進期成会、北村遊水地事業対策
協議会、岩見沢市、月形町、農業委員会、
土地改良 (財)北海道農業開発

まちづくり部会 農業振興部会

市町村計画」を策定

遊水地事業の推進には、まち
づくりや農業振興の連携が不
可欠であることら、「北村地

整を図る
・農業経営の今後の取組
について調整を図る

土地改良区、ＪＡ、(財)北海道農業開発公
社、空知中央NOSAI、空知総合振興局、北
海道開発局等 計15機関

域連携調整会議」が平成２２
年度に設置され、意見交換等
を継続的に実施
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石狩川下流直轄河川改修事業に係る新規事業採択時評価
（10）代替案立案等の可能性

河道改修・大規模治水施設による対策及び流域を中心とした対策の26方策による代替案を比較検討した結果、実河道改修 大規模治水施設 る対策及び流域を中 対策 方策 る代替案を比較検討 結果、実

現性、地域社会への影響、事業費等の視点から、遊水地案が妥当と判断

（11）費用対効果分析 等

総 費 用 総 便 益

Ｂ／Ｃ 2.2

総 費 用
512.7億円

事 業 費
507.3億円

維持管理費

総 便 益
1145.2億円

便 益
1120.8億円

残存価値

※総費用、総便益については基準年（H23）における現在価値を記入

維持管理費
5.4億円

残存価値
24.4億円

【整備効果】

北村遊水地の整備とそれに関連する千歳川及び石狩川中上流部の河川整備により、石狩川に甚大な被害をもた
らし、河川整備計画の目標となっている昭和56年洪水対応が完了し、約11万戸の浸水被害を解消

現 況
安全度：1/20(石狩川下流)

千歳川遊水地群完成
＋北村遊水地暫定供用

北村遊水地完成
安全度：1/50(石狩川下流)

中上流部の改修
に着手

（H48完了予定）
安全度：1/20(石狩川下流)
浸水面積：730km2

浸水戸数：111,000戸

石狩川本川の
浸水被害を軽減

＋北村遊水地暫定供用
安全度：1/30(石狩川下流)
浸水面積：570km2

浸水戸数：73,000戸

北村遊水地

石狩川本川下流の
浸水被害を解消

安全度：1/50(石狩川下流)
浸水面積：160km2

浸水戸数：29,000戸
H31

H38

札幌

凡 例
浸水した場合に想定される
水深（ランク別）

0.5m未満の区域
0.5～1.0m未満の区域
1 0～2 0m未満の区域

札幌 札幌 千歳川流域の
浸水被害を軽減

浸水被害を軽減
北村遊水地

千歳川流域の
浸水被害を解消

札幌

1.0～2.0m未満の区域
2.0～3.0m未満の区域
3.0～4.0m未満の区域
4.0～5.0m未満の区域
5.0m以上の区域
市町村界

河道：H１８末
洪水調節施設
既設

浸 被 軽減

河道：H３１末
洪水調節施設
既設＋夕張シューパロダム＋幾春別総合開発
＋千歳川遊水地群＋北村遊水地暫定

浸水被 解消

河道：H３８末
洪水調節施設
既設＋夕張シューパロダム＋幾春別総合開発
＋千歳川遊水地群＋北村遊水地
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北村遊水地 施設平面図

←石狩川

囲ぎょう堤（石狩川）

越流堤排水門

囲ぎょう堤（旧美唄川）囲ぎょう堤（旧美唄川）

北村遊水地

0 1 2km

旧
美
唄
川

→

北村遊水地

0 1 2km
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利根川下流特定構造物改築事業における計画段階評価

１．流域の概要
きたうらがわ
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①流域の特徴（北浦川）

北浦川は典型的な内水河川で、出水時には小貝川の水位が
高くなり、自然排水が不可能となる場合が多い。このため、
合流部には内水排除のための戸田井排水機場（Qp=13m3/s）
が設置されている
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小
貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

太平洋太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

小
貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

小
貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

太平洋太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

小
貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

つくばみらい市

②改修の経緯

が設置されている。
流域内には、国道6号線、小・中学校、保育園、公民館、JR
常磐線などが存在。

流域面積 ：25 6km2
取手市

龍ヶ崎市

•S38年 ［戸田井排水機場］新設（8m3/s）

•S55年 ［戸田井排水機場］5m3/s増設（計13m3/s)

•S56年 ［北浦川］全体計画策定

•H  8年 ［北浦川］改良工事全体計画書認可

H13年 ［北浦川］河川整備計画策定（小貝川圏域）

流域面積 ：25.6km
関連市町村：取手市、龍ヶ崎市
流域人口 ：約23,600人
資 産 ：約3,400億円

茨城県

③過去の災害実績

•H13年 ［北浦川］河川整備計画策定（小貝川圏域）

④地域開発の状況

北浦川流域では大規模宅地開発や都市計画道路の建設が進過去の洪水 被害

我孫子市千葉県

戸田井排水機場

JR常磐線

H18現況土地利用状況

北浦川流域では大規模宅地開発や都市計画道路の建設が進
められている。
1990年代より取手市「桜が丘地区」が開発された。
（H19.1時点：約5,300人、約1,600世帯）

昭和51年代の土地利用状況

S56年10月22～25日 （台風24号） 浸水面積933ha

S57年9月10～18日（台風18号） 浸水面積901ha

S61年8月4～5日（台風10号） 浸水面積172ha、床上浸水25戸、床下浸水55戸

H3年9月18～19日（台風18号） 浸水面積12ha、床上浸水195戸、床下浸水4戸 H18現況土地利用状況

桜が丘地区

昭和51年代の土地利用状況

H5年8月25～28日（台風11号） 浸水面積13ha、床上浸水4戸

H8年9月22～23日（台風17号） 浸水面積0.15ha、床下浸水21戸

H11年7月10～16日

（梅雨前線豪雨及び豪雨）

浸水面積0.016ha、床下浸水1戸

凡凡凡凡凡　　　　　例例例例例

：：：：：そそそそそののののの他他他他他
：：：：：宅宅宅宅宅地地地地地
：：：：：畑畑畑畑畑・・・・・果果果果果樹樹樹樹樹園園園園園等等等等等
：：：：：水水水水水田田田田田

凡凡凡凡凡　　　　　例例例例例

：：：：：そそそそそののののの他他他他他
：：：：：宅宅宅宅宅地地地地地
：：：：：畑畑畑畑畑・・・・・果果果果果樹樹樹樹樹園園園園園等等等等等
：：：：：水水水水水田田田田田

H12年7月7～9日（台風3号） 浸水面積0.04ha、床下浸水2戸

H19年9月6日（台風9号） 宅地浸水3戸

H20年8月30日（８月末豪雨） 浸水面積21ha
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２．課題の把握、原因の分析、背景の整理 ３．政策目標の明確化、具体的な達成目標の設定

①達成すべき目標

利根川下流特定構造物改築事業における計画段階評価

①排水機場の老朽化

戸田井排水機場は、昭和38年度に設置され、48年が経過し
た現在、上屋及びポンプ設備の老朽化が著しく、出水時の
機能停止が懸念されている。

①達成すべき目標

「排水機能保持と信頼性の向上」

「頻発する浸水被害の軽減」

戸田井排水機場改築により排水機能の保持と信頼性の向上。

北浦川の河川整備計画の目標である、2年に1回程度発生しう

る洪水に対して 各機関の連携により浸水被害を解消

②具体的な達成目標

横軸斜流ポンプ S38設置 ケーシング内部の腐食が進み隙間が拡大
ポンプ能力の低下が懸念

る洪水に対して、各機関の連携により浸水被害を解消。

■戸田井排水機場の改築による効果

ポンプが停止した場合の浸水状況 ポンプ改築の効果

H5 8洪水 W=1/2H5 8 洪水 W=1/2
羽根車の腐食による影響 羽根車翼端部腐食、摩耗進行にともなう欠損予想

ポンプあり

H5.8洪水 W 1/2

ポンプなし

H5.8 洪水 W=1/2
腐食等の影響による乱流

吐出側からの腐食、摩耗吸込側からの腐食、摩耗

ブロックで欠損
羽根車翼端部腐食､摩耗

ｹ-ｼﾝｸﾞﾗｲﾅ-

羽根車正常な流れ

凡　例

：5.0m以上～

：2.0m以上～5.0m未満

：1.0m以上～2.0m未満

：0.5m以上～1.0m未満

：0.0m以上～0.5m未満

凡　例

：5.0m以上～

：2.0m以上～5.0m未満

：1.0m以上～2.0m未満

：0.5m以上～1.0m未満

：0.0m以上～0.5m未満

戸田井排水機場戸田井排水機場

・羽根車翼端部の腐食及び羽根車の
外周部（ケーシングライナ）との隙間
拡大により、羽根に沿う水流に乱流が
発生。

・水流の中の圧力差により気泡が生成、
消失時に衝撃圧（キ ビテ シ ）が

・羽根車については、今後、３方向からの
腐食、摩耗が局部的に集中することが考
えられ、ブロックで欠損することが予想さ
れ、更なる能力低下につながる。

1/2規模洪水を
確実に解消②ポンプ稼働実績

近年10年間で1 200時間近い

○

“

北浦川の河川改修

県

連携”

消失時に衝撃圧（キャビテーション）が
発生し、羽根部が欠損する恐れ。

近年10年間で1,200時間近い

稼働実績があり、利根川下流

管内で最も多い。
治水対策と役割分担

○
○

開発に伴う
流域調整池の整備

市

戸田井排水機場改築

（河川事業）

国
連携

・利根川下流管内の排水機場稼動実績 22



利根川下流特定構造物改築事業における計画段階評価

４．対策案の提示、比較、評価

【治水対策案 立案】

【達成目標】
北浦川の河川整備計画の目標である、
2年に1回程度発生しうる洪水に対して、
浸水被害を解消する。

【検討内容】
現状の戸田井排水機場の効果（約13m3/s）を有する治水対策案を立案し、各評価軸についての
概略評価を行った上で財政的、時間的な観点を加味して総合的に評価する。

方策 適用性 選定の有無

ダム(新規) 流域内は低平地でありダムに適さないため、採用しない。

【治水対策案の立案】

×

ダムの有効活用 流域内は低平地でありダムに適さないため、採用しない。

遊水地 浸水被害のあった箇所から、遊水地整備箇所を選定し検討する。 ○

流域内は低平地であり 利根川及び小貝川の計画高水位（HWL）が高く 地形的には適さな
河
川

×

放水路
流域内は低平地であり、利根川及び小貝川の計画高水位（HWL）が高く、地形的には適さな
いため、採用しない。 ×

河道の掘削

河道内樹木の伐採

川
整
備
メ
ニ
ュ
ー 河道内には樹木が存在しないため、採用しない。

河道掘削により、合流する小貝川の河床より低くなるため採用しない。 ×

×

引堤
小貝川への排水がなされないため、河道内遊水地となり、遊水地案と同様となるため
採用しない。

堤防嵩上げ
支川合流であり、完全バック堤となる。しかし、北浦川の勾配が緩く、全川堤防を小貝川の堤防高まで嵩上げ
が必要となり、また流域の地盤高が低いため、2次内水ポンプも必要となる。現実的ではないため、採用しない。 ×

ー
（
河
道
改
修
・

河道内には樹木が存在しな ため、採用しな 。

×

決壊しない堤防 調査研究段階であり、技術的に確立されていないため、採用しない。

決壊しづらい堤防 調査研究段階であり、技術的に確立されていないため、採用しない。

施
設
）

×

×

高規格堤防 超過洪水対策に用いる手法であり、事業目的に適応しないため、採用しない。

排水機場 新機場の設置及び現機場の改修案を検討する。 ○

×
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方策 適用性 治水対策案

貯 施

利根川下流特定構造物改築事業における計画段階評価

○

雨水貯留施設 北浦川流域の学校、公園に雨水貯留施設を整備する案を検討する。

雨水浸透施設 北浦川流域の市街地に雨水浸透施設を整備する案を検討する。

遊水機能を有する
堤防が概成しており 遊水機能を有する土地が流域に存在しないため 採用しない

流
域
対
策
メ

×

○

土地の保全
堤防が概成しており、遊水機能を有する土地が流域に存在しないため、採用しない。

部分的に低い堤防
の存置

堤防が概成しており、部分的に低い箇所が無いため、採用しない。 ×

霞堤の存置 北浦川流域に存在しないため、採用しない。

ニ
ュ
ー
（
霞
堤
、 ×

×

霞堤の存置 北浦川流域に存在しないため、採用しない。

輪中堤 連続堤防が概成している状況であるため、採用しない。

二線堤 堤防決壊の氾濫許容が前提であり、事業目的に適応しないため、採用しない。

、
輪
中
堤
、
水
田

×

×

×

樹林帯等 堤防決壊の氾濫許容が前提であり、事業目的に適応しないため、採用しない。

宅地の嵩上げ・ピ
ロティ建築等

浸水区域内の家屋の嵩上げについて検討する。 ○

田
貯
留
、
各
戸
貯

×

土地利用規制 既に市街化されているため規制は困難であり、本検討では採用しない。

水田等の保全（機
能向上）

北浦川の流出計算の中で、水田50mmの降雨損失を考慮している。また、水田の無害浸水
（30cm以下）も既に見込んでいる。

貯
留
浸
透
施
設
、

×

×

森林の保全 低平地であり、森林が存在しないため、採用しない。

洪水の予測情報の
提供等

事業目的に適応しないが、全ての治水対策案に共通して別途推進すべきものである。

水害保険等 事業目的に適応しないが 全ての治水対策案に共通して別途推進すべきものである

森
林
保
全
）

×

-

-水害保険等 事業目的に適応しないが、全ての治水対策案に共通して別途推進すべきものである。 -

（注）達成目標に対する効果を定量的に見込めないものの継続していくべき方策については、全ての治水対策案に共通して別途推進すべきものであ
る。当該方策については、「選定の有無」欄において「－」と表記している。
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遊水地案 排水機場案

面積 約58h ポンプ排水13 34 3/

利根川下流特定構造物改築事業における計画段階評価

面積=約58ha

洪水調節容量120万m3

ポンプ排水13.34m3/s

宅地の嵩上げ案 雨水貯留施設・雨水浸透施設案
雨水貯留施設の例

（イメージ）
・流域内の全ての学校・公園に雨水貯留施設を整備

小学校5 中高校3 公園40ヶ所
（貯留最大可能量：約4万m3）

・流域内の全ての市街地（住宅）に雨水浸透施設を整備

182戸の宅地を嵩上げ

平均嵩上げ高＝約2.0m
運動場・流域内の全ての市街地（住宅）に雨水浸透施設を整備

7800戸×4カ所（浸透最大可能量：約5万m3）

雨水浸透施設の例（イメージ）

運動場

公園・広場
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【概略評価による抽出】

利根川下流特定構造物改築事業における計画段階評価

分類 No.
治水対策案

（実施内容※）

概略評価による抽出

完成までに要す
る費用

抽出 不適当と考えられる評価軸とその理由

【概略評価による抽出】

【河川整備メニュー】

1
遊水地案
(120万m3)

約130億円 ○

排水機場案2 排水機場案
(13.34m3/s)

約42億円 ○

3

排水機場案※

(12.94m3/s)
＋ 約55億円 • 実現性

• 雨水貯留施設最大可能量約3.9万m3(ポンプ0.4m3/sに相当）を確保するには、
流域にあるすべての学校・公園等の管理者と協議が必要となるため、合意形

【河川整備メニュー】＋
【流域対策メニュー】

雨水貯留施設案
(3.9万m3)

成を得るのに相当の時間を要する。

4

排水機場案※

(12.74m3/s)
＋

雨水浸透施設案
(5 3万 3)

約62億円 • 実現性
• 雨水浸透施設最大可能量約5.3万m3 (ポンプ0.6m3/sに相当）を確保するには、
流域にある各住宅の管理者と協議が必要となるため、合意形成を得るのに相
当の時間を要する。

(5.3万m3)

5

排水機場案※

(12.34m3/s)
＋

雨水貯留・浸透案
(9,2万m3)

約75億円 • 実現性
• 雨水貯留施設・雨水浸透施設最大可能量約9.2万m3 (ポンプ1m3/sに相当）を
確保するには、流域にある各住宅やすべての学校・公園等の管理者と協議が
必要となるため、合意形成を得るのに相当の時間を要する。

【流域対策メニュー】 6
宅地の嵩上げ案

（182戸）
約61億円 ○

※ポンプ費用の推定：13.34m3/sの排水機場の費用42億円（全体事業費＋維持管理費）の比率で推定した。
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案①
遊水地案

案②
排水機場案

案⑥
宅地の嵩上げ案

治水対策案

評価軸

利根川下流特定構造物改築事業における計画段階評価

治水安全度
（2年に1回発
生しうる洪水

•目標とする治水安全度を確保
浸水家屋数 182戸 → 0戸

•事業開始後5年間では、目標とする安全度
を達成できないと想定される。

•目標とする治水安全度を確保
浸水家屋数 182戸 → 0戸

•事業開始後5年間で目標とする安全度を達
成できると想定される。（予算の状況等

•目標とする治水安全度を確保
浸水家屋数 182戸 → 0戸

•事業開始後5年間では、目標とする安全度
を達成できないと想定される。

評価軸

生しうる洪水
に対する被害
軽減効果）

により変動する場合がある。）

完成までに要する費用は約127億円 完成までに要する費用は約27億円 完成までに要する費用は約61億円

コスト

•完成までに要する費用は約127億円。

•維持管理に要する費用は約2.3億円／50年。

•完成までに要する費用は約27億円。

•維持管理に要する費用は約15億円／50年。

•完成までに要する費用は約61億円。

•維持管理は不要。

•遊水地の用地取得や地役権設定をこれか
ら実施するため多大な時間と調整を要す
る。

•現排水機場の敷地での工事のため、用地
買収不要のため、地元合意形成が容易。

•180戸以上の家屋を一時移転する必要があ
り、地域住民の合意形成をこれから図るた
め、多大な時間と調整を要する。

実現性

•法制度上、技術上の観点から実現性の隘
路となる要素はない。 •法制度上、技術上の観点から実現性の隘

路となる要素はない。

•法制度上、技術上の観点から実現性の隘路
となる要素はない。
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案①
遊水地案

案②
排水機場案

案⑥
宅地の嵩上げ案

治水対策案

評価軸

利根川下流特定構造物改築事業における計画段階評価

遊水地案 排水機場案 宅地の嵩 げ案

持続性

•持続的な監視や観測が必要となるが、管
理実績もあり、適切な維持管理により持
続可能である。

•ポンプ設備等の機器の更新が必要である
が、管理実績もあり、適切な維持管理に
より持続可能である。

•適切な維持管理により持続可能であるが、
宅地嵩上げした全世帯を同水準で維持管理
することは不可能である。

遊水 構造 能な範 排水機 増強 性能 改良など 複数 宅 嵩 げ 技術的 物

評価軸

柔軟性

•遊水地は、地形上または構造上可能な範
囲内の改良などにより、一定程度柔軟な
対応が可能である。

•排水機場の増強、性能の改良などにより、
一定程度柔軟な対応が可能である。

•複数回に及ぶ宅地の嵩上げは、技術的、物
理的には可能だが、地域住民に多大な負担
を与え、また、目標を上回る出水のたびに
複数回の該当者と新規に嵩上げをする住民
該当者が現れるなど、社会的影響が大きく
地域住民の理解を得られず、柔軟な対応は地域住民の理解を得られず、柔軟な対応は
容易ではない。

地域社会への

• 遊水地整備のため良好な耕作地を著しく
減少させ、周辺に与える社会的影響は大
きい。

•大規模な土地の改変がなく、用地買収を
伴わないことから地域社会への影響少な
い。

• 多くの地域住民の一時移転及び宅地嵩上げ、
に伴い、個人の生活やコミュニティ、まち
づくり等の周辺に与える社会的影響は大き
い

地域社会への
影響

•治水安全度の向上が地域振興に資すると
考えられる。

•治水安全度の向上が地域振興に資すると
考えられる。

い。

•治水安全度の向上が地域振興に資すると考
えられる。

• 遊水地整備により、良好な農地部の自然
境 改変が大き

•環境に与える影響は限定的と考えられる。 •環境に与える影響は限定的と考えられる。

環境への影響

環境の改変が大きい。

•周囲堤等の整備により景観が変化するが、
影響は限定的と考えられる。

•景観に与える影響は限定的と考えられる。 •宅地の嵩上げに伴い、周辺に与える社会的
影響は大きい。

総合的な評価 △ ○ ×

「コスト」について最も有利な案は、案②（排水機場案）であり、他の評価項目で
も当該評価を覆すほどの要素はないと考えられるため、案②による対策が妥当
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事業概要
【採択要件】

福島県
栃木県

群馬県

N

小

福島県
栃木県

群馬県

N

福島県
栃木県

群馬県

福島県
栃木県

群馬県
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小

福島県
栃木県

群馬県

N

小

福島県
栃木県

群馬県

N

福島県
栃木県

群馬県

福島県
栃木県

群馬県
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小

福島県
栃木県

群馬県

N

小

福島県
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群馬県

N

福島県
栃木県

群馬県

福島県
栃木県

群馬県

NN

小

• 事業箇所：茨城県取手市

• 事業内容：排水機場改築
（ポンプ13m3/s）

【採択要件】
○供用期間が耐用年数を超過し、老
朽化が著しい。

➣施設の老朽化が著しく、施設完成
から４８年（昭和３８年度竣工）
が経過し各部の老朽化が進行し信

事業箇所図
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貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

太平洋太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

太平洋

茨城県

埼玉県
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• 全体事業費：27.2億円

• 事業期間：H24～H28

が経過し各部の老朽化が進行し信
頼性が低下

○全体事業費が概ね１０億円以上
➣全体事業費 約２７億円 取手市

龍ヶ崎市

評価項目

（１）災害発生時の影響及び（２）過去の災害実績

•北浦川では、近年内水被害が頻発。

茨城県

流域面積 ：25.6km2

関連市町村：取手市、龍ヶ崎市
流域人口 ：約23,600人
資 産 ：約3,400億円

•ポンプが停止した場合、家屋浸水182戸（床上11戸、床下171戸）の被害
の恐れがある。

•氾濫域には、中学校、保育園、公民館などが存在。

過去の洪水 被害
H5.8 洪水 W=1/2

我孫子市千葉県

戸田井排水機場

JR常磐線

S56年10月22～25日 （台風24号） 浸水面積933ha

S57年9月10～18日（台風18号） 浸水面積901ha

S61年8月4～5日（台風10号） 浸水面積172ha、床上浸水25戸、床下浸水55戸

H3年9月18～19日（台風18号） 浸水面積12ha、床上浸水195戸、床下浸水4戸

ポンプなし

H5年8月25～28日（台風11号） 浸水面積13ha、床上浸水4戸

H8年9月22～23日（台風17号） 浸水面積0.15ha、床下浸水21戸

H11年7月10～16日

（梅雨前線豪雨及び豪雨）

浸水面積0.016ha、床下浸水1戸

凡　例

H12年7月7～9日（台風3号） 浸水面積0.04ha、床下浸水2戸

H19年9月6日（台風9号） 宅地浸水3戸

H20年8月30日（８月末豪雨） 浸水面積21ha

ポンプが停止した場合の浸水想定（H5.8型洪水（1/2規模））

：5.0m以上～

：2.0m以上～5.0m未満

：1.0m以上～2.0m未満

：0.5m以上～1.0m未満

：0.0m以上～0.5m未満

戸田井排水機場
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利根川下流特定構造物改築事業に係る新規事業採択時評価

（３）災害発生の危険度

戸田井排水機場は 昭和38年度に設置され 48年が経過した現在 上屋及びポンプ設備の老朽化が著しく 出水時の機能停

利根川下流特定構造物改築事業に係る新規事業採択時評価

（４）地域開発の状況

•戸田井排水機場は、昭和38年度に設置され、48年が経過した現在、上屋及びポンプ設備の老朽化が著しく、出水時の機能停
止が懸念されている。

• 本機場のポンプ用原動機を製造したメーカーが大型ディーゼルエンジンの製造・販売から昭和63年に撤退。その後も保守は行ってい
たが、現在では保守からも撤退しており、故障時の部品交換等が困難な状況となった。

（４）地域開発の状況

昭和51年代の土地利用状況 H18現況土地利用状況

•北浦川流域では大規模宅地開発や都市計画道路の建設が進められている。
•1990年代より取手市「桜が丘地区」が開発された。（H19.1時点：約5,300人、1,600世帯）

凡凡凡凡凡　　　　　例例例例例

：：水水水水水田田田田田

凡凡凡凡凡　　　　　例例例例例

：：：：：水水水水水田田田田田

北浦川流域

取手市

北浦川流域

取手市

（５）地域の協力体制

：：：：：そそそそそののののの他他他他他
：：：：：宅宅宅宅宅地地地地地
：：：：：畑畑畑畑畑・・・・・果果果果果樹樹樹樹樹園園園園園等等等等等
：：：：：水水水水水田田田田田

：：：：：そそそそそののののの他他他他他
：：：：：宅宅宅宅宅地地地地地
：：：：：畑畑畑畑畑・・・・・果果果果果樹樹樹樹樹園園園園園等等等等等
：：：：：水水水水水田田田田田

桜が丘団地流

域
界

流

域
界

桜が丘団地

取手市桜が丘地区（ H19.1時点）

[ハード対策]
•北浦川改修工事（茨城県）
•開発に伴う流域調整池の整備（取手市）

流域の取り組み

戸田井排水機場

豊田堰戸田井排水機場 豊田堰

人口：約５，３００人
（約１，６００世帯）
１９９０年代より開発された地区

[ソフト対策]
•ハザードマップの公表、農地以外への転用規制等
•取手市雨水浸透施設設置補助金交付要綱（H23.8.6）

小貝川

利根町

小貝川
利根町
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利根川下流特定構造物改築事業に係る新規事業採択時評価

（６）事業の緊急度

①ポンプの老朽化

利根川下流特定構造物改築事業に係る新規事業採択時評価

①ポンプの老朽化

• 施設完成から４８年が経過し、各部に老朽化が進行、信頼性が低下。
（昭和38年度竣工）

• 主ポンプ羽根車の外周部（ケーシングライナ）に摩耗傷を確認。

①

• 羽根車と外周部の隙間は、設計値0.63～0.8mmに対して、測定値約1mmであ
り、摩耗により隙間が30%程度増加しており排水能力が低下していると判断。

• 主ポンプ管内部（吐出しボウル、揚水管）などに塗装の劣化・剥離による腐食
生成物（錆こぶ）が発生。生成物（錆こぶ）が発生。

• 本機場のポンプ用原動機を製造したメーカーが大型ディーゼルエンジンの製
造・販売から昭和63年に撤退。その後も保守は行っていたが、現在では保守
からも撤退しており、故障時の部品交換等が困難な状況となった。

②

揚水管主ポンプ１～３号腐食診断(H18)では腐食レベルが高い

腐食生成物発生

③

③

吐出しﾎﾞｳﾙ

吐出しボウル内面

①②

③

ｹｰｼﾝｸﾞﾗｲﾅ

羽根車

撮影箇所
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利根川下流特定構造物改築事業に係る新規事業採択時評価

②羽根車腐食等の概念

と ね が わ

利根川下流特定構造物改築事業に係る新規事業採択時評価

Ａ’方向

羽
根
車

腐食による隙間（ギャップ）拡大のメカニズム羽根車の腐食損傷部位 概略図

隙間

Ⅰ． Ⅲ．

腐食

隙間
拡大車

①
停 時

ｹ-ｼﾝｸﾞﾗｲﾅ-

C=隙間(ｷﾞｬｯﾌﾟ) ③

隙間
拡大

②
①～③の

拡大

羽根車翼端部
水中の異物衝突に
より摩耗

Ａ方向 Ａ方向側
（吸込側）

Ａ’方向側
（吐出側）

流入方向

プ

停止時、
腐食発生

現在（48年経過）
C=1.0㎜程度

C=隙間(ｷ ｬｯﾌ )

据付時
C=0.63～0.8㎜

運転により腐食部
摩耗

摩耗した
部分から
新たに腐食発生腐食

運転により
腐食部摩耗

①～③の
繰り返しにより
隙間拡大

・羽根車と外周部（ケーシングライナ）の隙間（ギャップ）がさらに進めば
更なる能力低下となる。

羽根車の腐食による影響 羽根車翼端部腐食、摩耗進行にともなう欠損予想

・施設完成から４８年から経過し（昭和３８年度竣工）、ポンプ羽根車翼
端部の腐食が進行している。

Ⅱ． Ⅳ．

腐食等の影響による乱流

吐出側からの腐食、摩耗吸込側からの腐食、摩耗

羽根車正常な流れ

ブロックで欠損
羽根車翼端部腐食､摩耗

ｹ-ｼﾝｸﾞﾗｲﾅ-

・羽根車については、今後、３方向からの腐食、摩耗が局部的に集中す
ることが考えられ、ブロックで欠損することが予想され、更なる能力低
下につながる。

・羽根車翼端部の腐食及び羽根車の外周部（ケーシングライナ）との隙
間拡大により、羽根に沿う水流に乱流が発生。

・水流の中の圧力差により気泡が生成、消失時に衝撃圧（キャビテー
ション）が発生し、羽根部が欠損する恐れ。 32



利根川下流特定構造物改築事業に係る新規事業採択時評価

（７）水系上の重要性

北浦川は小貝川 中 浸水被害が頻発し おり 対策が急務とな る また 茨城県が河川整備計画に

利根川下流特定構造物改築事業に係る新規事業採択時評価

（８）災害時の情報提供体制

北浦川は小貝川の中で浸水被害が頻発しており、対策が急務となっている。また、茨城県が河川整備計画に
基づき北浦川改修を鋭意実施しており、河川改修に合わせた戸田井排水機場の改修が必要となっている。

•洪水時には、河川の水位や雨量及びダム放流量、映像、洪水予報、被害状況等の各種河川情報を一元的に収
集し、管内の事務所や地方公共団体等の防災関係機関、地域住民へ情報提供。
•洪水ハザードマップを作成・公表（平成１９年５月）、ハザードマップによる避難経路地図公表（平成２１
年５月）。

プ ブ

（９）関連事業との整合

•災害時には、ヘリコプターや衛星通信車等により、災害現場の情報を収集、提供。光ケーブルの接続（平成
１６年３月接続）などにより、市町村等へ災害現場の映像提供。

県

北浦川流域については、国・県・市が連携

してそれぞれ役割分担のもと、北浦川の治水

対策を実施し、流域の浸水被害軽減を図る。

○北浦川の河川改修

○開発に伴う
流域調整池の整備

市

○戸田井排水機場改築
（河川事業）

国
“連携”

茨城県知事意見抜粋
戸田井排水機場については、本県が進めている北浦川改修工

事に合わせて改築することにより、流域の浸水被害の軽減が図
られることから 当事業の予算化について 同意いたします （河川事業）

治水対策と役割分担（１０）代替案立案等の可能性

られることから、当事業の予算化について、同意いたします。
なお、事業の実施にあたりましては、コスト縮減の徹底に努

めるとともに、地元の意見に御配慮をお願いします。

（１０）代替案立案等の可能性

北浦川の河川整備計画の目標である、2年に1回発生しうる洪水の浸水被害を解消する対策について、排水機
場案、遊水地案、宅地嵩上げ案の3案を比較検討した結果、実現性、地域社会への影響、事業費の観点によ
り、ポンプ改築案が最も妥当と判断。
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（９）関連事業との整合

つくばみらい市太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

小
貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

太平洋太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

小
貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

小
貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

太平洋太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

小
貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

小
貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

太平洋太平洋

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

茨城県

埼玉県

東京都 千葉県

小
貝
川

施工箇所

鬼

怒

川

利根川

北浦川流域については、国・県・市が連携してそれぞれ

役割分担のもと、北浦川の治水対策を実施し、流域の浸

水被害軽減を図る。

茨城県
H19年9月洪水 取手市高須地先 H20年8月洪水 取手市藤代地先

龍ヶ崎市

東京都 千葉県東京都 千葉県東京都 千葉県東京都 千葉県東京都 千葉県東京都 千葉県東京都 千葉県東京都 千葉県東京都 千葉県東京都 千葉県東京都 千葉県東京都 千葉県

○北浦川の河川改修

茨城県

[ハード対策] 北浦川改修工事

北浦川3.6km地点

茨城県

取手市

“連携”
流域調節池

改修前（H5） 改修後（現在）

茨城県

我孫子市

千葉県
戸田井排水機場

○開発に伴う
流域調整池の整備等

取手市

“連携”
[ハード対策]
• 戸田井排水機場改築

国交省

流域調整池の整備等 連携
[ソフト対策]
• ハザードマップの公表、農地以外への転用規制等
• 取手市雨水浸透施設設置補助金交付要綱（H23.8.6）

[ハード対策]
• 開発に伴う流域調整池の整備

• 戸田井排水機場改築
○戸田井排水機場改築

（河川事業）

藤代南中学校前調整池（H2年2月設置）

取手市洪水避難地図（H21年2月作成）

雨水浸透施設設置に関する広報（広報とりでH23年9月発行）
ポンプ設備の老朽化が著しい

戸田井排水機場34
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総費 総便益

（１１）費用対効果分析等

利根川下流特定構造物改築事業に係る新規事業採択時評価

B/C 6.3 28.7億円
・事業費：24.0億円

・維持管理費：4.7億円

181.1億円
・被害軽減便益：180.8億円

・残存価値：0.3億円

平成23年

総費用 総便益 基準年

【整備効果】

①戸田井排水機場改築により排水機能の保持と信頼性の向上。

※ポンプの効用による費用対効果分析
※総費用、総便益については、基準年（H23）における現在価値を記入。

②北浦川の河川整備計画の目標である、2年に1回程度発生しうる洪水に対して、各機関の連携により浸水被害を解消。

③H5.8型洪水(1/10規模）では427戸の浸水家屋を減少

確実に1/2規模洪
ポンプあり

H5.8 洪水 W=1/2

ポンプなし

H5.8 洪水 W=1/2

水を解消

凡　例 凡　例

H5.8型洪水（1/2規模）時の改築の効果

H5.8 洪水 W=1/10H5.8 洪水 W=1/10

：5.0m以上～

：2.0m以上～5.0m未満

：1.0m以上～2.0m未満

：0.5m以上～1.0m未満

：0.0m以上～0.5m未満

戸田井排水機場 ：5.0m以上～

：2.0m以上～5.0m未満

：1.0m以上～2.0m未満

：0.5m以上～1.0m未満

：0.0m以上～0.5m未満

戸田井排水機場

浸水戸数
427戸減少

ポンプありポンプなし

H5.8型洪水（1/10規模）時の改築の効果

凡　例

：5.0m以上～

：2.0m以上～5.0m未満

：1.0m以上～2.0m未満

：0.5m以上～1.0m未満

：0.0m以上～0.5m未満

戸田井排水機場 戸田井排水機場

凡　例

：5.0m以上～

：2.0m以上～5.0m未満

：1.0m以上～2.0m未満

：0.5m以上～1.0m未満

：0.0m以上～0.5m未満
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排水機場計画平面図

利根川下流特定構造物改築事業に係る新規事業採択時評価

一般平面図

取付水路

ポンプ6.67m3/s×2台A’
北浦川

排水機場本体

旧機場(撤去)
排水方向

A
：ポンプ

：原動機

：除塵設備

凡 例

排水方向

排水方向 排水機場計画断面図
：ポンプ

：原動機

凡 例
AーA’断面

：除塵設備

：排水機場本体

小貝川

：原動機

：除塵設備

：排水機場本体

排水方向

ポンプ6.67m3/s×2台
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